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ＬＥＤ改修工事における概算数量発注方式（建築局・試行）実施要領 

 

令和８年（2026年）７月７日 策定 

 

１ 目的 

本要領は、工事の安全性の確保や適法な契約事務の遂行が可能な場合において、設計積算業務や発注

業務の簡素化及び効率化を図ることを目的として、不確定要素を含む数量に概数を活用することにより

発注する方式（以下「概算数量発注方式」という。）の試行に関する事務の取扱いについて、必要な事

項を定めるものとする。これにより、発注前の設計業務を合理的な範囲で簡素化し、受発注者双方の事

務負担の軽減及び円滑な事業執行を図るとともに、その有効性を検証するものとする。 

 

２ 定義 

（１）概算数量発注方式 

工事の発注に際して当初設計では全項目の詳細な数量算出を行わず、原則として全ての工種の数量

を概数で設定して発注し、契約後、受注者が行う現地調査及び数量算出の結果を工事監督員が確認し

た上で、協議により数量を確定させ、契約変更により精算する方式をいう。 

（２）概算数量 

棟数、戸数、延べ床面積等の基本指標に、発注者が設定した標準係数を乗じて算出した数量をい

う。 

 

３ 適用範囲 

本方式は、原則として、予定価格が１億円未満のＬＥＤ改修工事のうち、発注前の数量確定が合理的

でないものを対象とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する工事は、本方式の適用除外とする。 

（１）改修範囲が限定されている工事 

（２）高度な施工管理を必要とする工事 

 

４ 発注者と受注者の役割分担 

（１）発注者の役割 

発注者は、次に掲げる事項について、自らの責任において判断するものとし、受注者に委ねてはな

らない。 

・改修対象建築物及び改修範囲の確定 

・数量確定結果の確認及び契約変更の要否の判断 

（２）受注者の役割 

受注者は、次に掲げる事項を行うものとする。 

・契約後に行う現地調査及び既存資料の確認 

・発注時に示された条件に基づく数量の算出 

・数量算出の根拠及び算定過程の整理・提示 

・数量確定に向けた発注者との協議 

・具体的な施工計画（工事計画図書）の作成 

（３）工事監理者の役割 

工事監理者は、受注者が作成・提出した調査計画書、現地調査報告書及び数量算定書（設計変更図

書）の内容を確認し、算定方法の妥当性や現況との整合性について、工事監督員に対し専門的見地か
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ら報告及び助言を行う。また、数量確定に向けた協議に参加し、専門的な見地から意見を述べるとと

もに、必要な助言を行うものとする。 

 

 

５ 価格競争性の担保 

（１）透明性の確保 

内訳書の作成にあたっては、入札参加者が同一の条件で積算が可能であり、かつ適切な価格競

争が成立する範囲で工種を設定しなければならない。 

（２）恣意的な変更の防止 

数量設定に用いる標準係数は、過去の実績に基づき客観的に設定し、特定の受注者に有利な条

件とならないよう設計上の判断を反映させる。 

（３）積算の合理性の確保 

概算数量は、過去の実績、設計資料及び標準係数等に基づき合理的に算出するものとし、予定

価格の算定においては通常の積算手順に準じて行うものとする。 

 

６ 積算数量及び単価の設定 

（１）係数方式による算出 

数量は、原則、個別の実測によらず、基本指標別に設定した標準係数を用いて算出する。 

（２）内訳の構成 

内訳書は、施工条件及び施工内容が把握できる単位で構成するものとする。なお、内訳の設定に当

たっては、別添に示す項目を基本とするが、対象施設の構造及び施工条件に応じて必要な調整を行う

ことができるものとする。 

（３）試行用標準単価等の適用 

   産業廃棄物処分費（処理費相当分に限る）など、発注時に単価設定が困難な工種については、発

注者が別に定める試行用標準単価を適用することができるものとする。また、産業廃棄物運搬費な

ど、市場実態に基づき設計上の前提条件を定めた項目については、別に定めるマニュアルに基づき

適切に設定するものとする。これらの単価について、現地調査の結果、設計時の前提条件と実態に

著しい差異がある場合は、設計変更により反映するものとする。 

 

７ 設計変更図書の作成に係る費用及び工期の設定 

（１）費用 

受注者が契約後に行う現地調査及び数量算定書の作成費用は、共通仮設費に「設計変更図書作成費

（現地調査・資料作成費用）」として積み上げ計上する。なお、費用の算出にあたっては、委託料算

定に係る積算を準用することとする。 

（２）適正な工期の加算 

数量確定手続きに要する期間として、15日程度を標準とするが、工事規模、施工条件、季節的要

因等を勘案し、適切に設定するものとする。 

 

８ 手続きフロー 

 手続きは、原則として、以下の７段階とする。 

① 発注準備段階 

工事監督員は、基本指標（棟数、戸数、建築面積等）に標準係数を乗じた概算数量による設計図書

を作成する。 



 

- 3 - 

② 契約・着手段階 

発注者は概算数量に基づき入札を実施し、契約を締結する。契約後、工事監督員は受注者に対し、

本方式の趣旨及び数量確定に至るフローについて詳細に説明を行うものとする。 

③ 現地調査段階 

受注者は設計数量を確認し、数量を確定させるための現地調査を実施する。調査の実施にあたって

は、合理的な範囲での現況確認を行うものとし、過度に詳細な調査を目的として実施するものではな

い。調査期間は15日程度を標準として工程管理を行う。現地調査報告書及び数量算定書を作成し、工

事監理者に提出する。なお、受注者は、必要な調査を委託しようとするときは、あらかじめ工事監督

員と協議するものとする。 

④ 数量算定確認段階 

工事監理者は、受注者が実施した調査結果及び数量算定の内容を確認し、その妥当性について工事

監督員に助言する。 

⑤ 数量確定協議段階 

工事監督員は、受注者が実施した調査結果及び工事監理者の確認内容を踏まえ、受注者と協議し、

確定数量を決定する。なお、現地調査の結果、設計数量が現況と著しく乖離していないことが確認さ

れた場合は、詳細な数量算定資料の作成を省略し、調査報告書等をもって概算数量を確定数量とする

ことができる。 

数量の確定は、原則として対象項目の施工着手前に行うものとするが、廃棄物処理における処分数

量など工事着手後にしか判明しない数量についてはこの限りではない。 

なお、協議結果は受注者の報告に基づき協議の上で工事打合せ記録簿に記録し、支出負担行為担当

者等へ報告する。 

確定した数量に基づき、必要に応じて設計変更及び契約変更の手続きを行う。 

⑥ 施工段階 

受注者は、契約変更手続きの完了後、確定した数量に基づき改修工事に着手する。 

⑦ 完成段階 

改修工事完了後、産業廃棄物処分数量等について実績に基づき概数を確定し、設計変更及び契約変

更の手続きを行う。 

 

９ 発注図書における明示 

（１）工事名称 
通常の工事名称の後に「（概算数量発注）」と付し、概算数量による発注であることを明示するも

のとする。 

（２）概算数量の表示 

概算数量として扱う項目や数量については、特記仕様書に明示し、設計内訳書の該当項目の備考欄に

「概数」と表示するものとする。 

（３）特記仕様書（工事） 

概算数量発注を行う場合は、次に掲げる事項を特記仕様書に明示するものとする。 

① 次に示す数量は概数であり、必要に応じて設計変更するものとする。ただし、契約後に施工条件

の変更又は数量確定の結果として合理的に必要と認められる場合に限るものとする。 

② この工事においては、設計変更図書の作成（設計変更図面の作成及び工事数量の算出）を受注者

に行わせるものであること。 

③ 概数として扱っている項目の施工に当たっては、施工前に工事監督員と協議し指示を受けるこ

と。なお、数量の確認ができない場合を除き、施工前に数量を確定すること。 
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（４）特記仕様書（工事監理業務委託） 
概算数量発注を行う工事の監理業務を発注する場合は、次に掲げる事項を特記仕様書に明示するも

のとする。 
① 本業務の対象工事が「概算数量発注方式」の試行工事であること。 

② 受注者が作成・提出する調査計画書、現地調査報告書及び数量算定書等の妥当性を確認し、工事

監督員に対して専門的見地から助言を行うこと。 

③ 数量確定に向けた協議に出席し、専門的意見を提示すること。 

④ 廃棄物処分実績数量など、施工段階で判明する数量の確認を行うこと。 

 

10 施工条件の変更 

  本方式においては、契約後の現地調査又は改修作業の進行に伴い、設計時に想定していなかった施工条

件が判明する場合がある。 

  この場合は、公共工事標準請負契約約款に基づき、工事監督員と受注者が協議の上、必要に応じて設計

変更を行うものとする。 

 

11 留意事項 

（１） 概算数量の変更を伴わない工法変更等については、通常の設計変更として処理すること。 

（２） 本方式の採用理由及び概算数量の設定根拠（標準係数の採用理由等）については、事務の透明性を

確保するため、内部資料として適切に保存するものとする。 

 



別添 概算数量発注における標準内訳項⽬（参考）
種⽬ 科⽬ 中科⽬ 別紙明細 細⽬ 適⽤ 備考 単位

住棟 電灯設備 電灯分岐 LED照明器具 LBF3MP/RP-2-13LN 個
住棟 住棟 電灯分岐 LED照明器具 K1-LSS9-2-15LN 個
屋外 構内配電線路 外灯 LED照明器具 LST2 -60 LN 灯
屋外 構内配電線路 外灯 ポール（塗装共） TB4.5 本
屋外 構内配電線路 外灯 別紙明細 外灯付帯資材 VVF･PF管・ﾎﾟｰﾙ⽤開閉器 1〜2灯⽤ 単独 200V か所
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材積込み 廃プラ ｍ3
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材運搬 廃プラ ｍ3
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材処分 廃プラ ｔ
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材積込み ガラス類 ｍ3
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材運搬 ガラス類 ｍ3
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材処分 ガラス類 ｔ
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材積込み 蛍光管類 ｍ3
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材運搬 蛍光管類 ｍ3
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材処分 蛍光管 kg
発⽣材処理 廃棄物処理 発⽣材処分 ⽔銀灯 kg
発⽣材処理 廃棄物処理 循環税相当額 税率            - 廃プラ、ガラス類 ｔ
発⽣材処理 有価物処理 発⽣材積込み ⾦属くず ｍ3
発⽣材処理 有価物処理 発⽣材運搬 ⾦属くず ｍ3
発⽣材処理 有価物処理 発⽣材処分 ⾦属くず ｔ
共通仮設費(積上)  情報共有システム 初期登録料 式
共通仮設費(積上)  情報共有システム ⽉額利⽤料 ⽉
共通仮設費(積上)  CCUSｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ設 置費⽤ 台
共通仮設費(積上)  CCUS現場利⽤料(ｶ ｰﾄﾞﾀｯﾁ費⽤) ⼈
共通仮設費(積上) システム使⽤料 遠隔臨場 ⽉
共通仮設費(積上) リース料 遠隔臨場⽤現場端末 ⽉


